
カキモト タカユキ ア ベ タケル ハギハラ アキヒト

＊１九州大学大学院医学系学府医療経営・管理学講座修士課程 ＊２同教授

＊３同医学系学府医療システム学講座博士課程

第55巻第８号「厚生の指標」2008年８月

老人福祉施設の経営に関しては，財務体質の強化につながる経営手法を見出すことが喫緊の
課題である。さらに，適正な経営状態を保持するための要因を特定することも必要である。
本研究では，Ａ県内のそのうち老人福祉施設（73施設）を対象に，自記式質問票を用いた調

査を行い，施設の経営状況に関連する要因を検討した。
73施設中52施設から回答が得られた（回収率71％）。対象施設の施設入所利用率は８割を超

え（84％），事業活動収入に占める人件費の割合は６割弱で（57％），従業者１人当たり事業活
動収入は3.70から7.78百万円であった。施設の経営状態に関連する要因を特定するため，事業
活動収入経常収支差額比率を目的変数とする重回帰分析を行ったところ，唯一，人件費率が有
意な説明変数であった（ｐ＜0.01）。
施設の経営状態は人件費に大きく依存しており，施設の入所利用率や待機率といった他の要

因は関係していないことが示唆された。
老人福祉施設，経営，事業活動収入

Ｉ

特別養護老人ホームは，老人福祉法（昭和38
年法律33号）の５条の３に規定された老人福祉
施設であり，設置運営は国，地方公共団体また
は社会福祉法人に限られてきた。その社会福祉
法人は，「慈善博愛の事業に対する公的助成を
禁ずる」（憲法89条）という要件をクリアする
ために，「公の支配」と「社会福祉法に基づく
法人制度」として，国等の措置制度の受け皿と
して創設された1)。
社会福祉法人制度は，1951年に創設されて以

来，今日までわが国の社会福祉の発展において，
大きな役割を果たしてきた。しかし，制度創設
以来，半世紀以上が経過し，1990年代に入って
からは，ゴールドプラン，新ゴールドプラン等

によりサービス基盤整備が飛躍的に進んだ。こ
れらの実情を踏まえ，2000年には，高齢者介護
の分野に介護保険制度が導入された。これに
よって，社会福祉に関する制度は，原則として
貧困者を対象とする措置制度から，すべての者
がそのニーズに応じてサービスを利用する利用
制度への転換が図られ，いわば「サービスの普
遍化」というべき状況が生じた。その後も，支
援費制度，障害者自立支援法においても，この
利用制度の仕組みが取られ，給付の拡充，質の
向上が図られている。
他方，制度の根幹を支える国・地方自治体の
財政状況は厳しさを増している。このため，
2004年の介護保険改正法では，施設給付につい
て居住費・食費を対象外とする見直しが行われ，
その後も，累次の介護報酬の引き下げが行われ
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ている。さらに，三位一体改革において施設整
備の国庫補助金が交付金化・一般財源化される
など，状況はますます厳しくなっている。その
ほかにも政府に設けられた総合規制改革会議
（現規制改革・民間開放推進会議）では，社会
福祉法人の役割や優遇税制の正当性について疑
問が投げかけられ，福祉分野における民間企業
の参入や，競争条件の均一化が主張されてい
る2)。また多様な組織の参入から介護保険制度
下では，措置制度時代とは一変し，もはや準市
場経済とまで言われるようになっている3)。
このような中，社会福祉法人が設置経営する

老人福祉施設を取り巻く環境には大きな変化が
起こっている。具体的には，措置制度時代の行
政と同じような予算消化という面を引きずり，
「経営」という手法が十分に導入されないまま
今日を迎えている。従って，経営者の多くは設
置運営に関する具体的な指針を持っておらず，
今後，福祉経営のあり方に関する不安が大きく
なっている。介護サービスの質を高めることは
もちろんのことであるが，とりわけ，経営基盤
の中でも重要な財務体質の強化につながる経営
手法を見出すことは喫緊の課題である。加えて，
制度変化に対応しつつサービスの質の確保と向
上を行いながら，適正な経営状態を保持するた
めの要因を導き出していく必要がある4)5)。
本研究では，施設の経営状況に関連する要因

を検討するが，関連データを収集する際の難易
度を考慮し，地域をＡ県内に絞ることとした。
Ａ県全体の介護保険事業者数の合計は3,773で
あり，そのうち老人福祉施設数は74，老人保健
施設数は56，療養医療施設数は85であった6)。
そこで，対象を県内で社会福祉法人が運営する
老人福祉施設に限定し，施設の経営指標に関連
する要因を検討した。

Ⅱ

九州地区Ａ県内の老人福祉施設全74施設中，
平成18年度決算を行った73施設である。期間は
平成19年10月５日～11月５日の１カ月間である。

平成18年度の事業活動計算書（Ｐ/Ｌ）と施
設概況（運営上の取り組み調査等）に関する自
記式質問紙を用い，郵送法にて質問票の配布お
よび回収を行った。質問紙は該当箇所をチェッ
クするか数字のみの記入とした。回答は施設経
営者またはそれに準ずる事務長等に依頼した。
また，匿名性を保つこと，得られたデータは調
査研究にのみ使用することを明示した。

平成18年度の事業活動計算書（Ｐ/Ｌ）は施
設部門と短期入所部門からなっている。また，
施設概況調査では施設部門と短期入所部門にお
ける以下の項目を把握した。平成19年３月31日
時点の定員規模，平成18年度の年間利用者数，
平成19年３月31日時点の入所部門における入所
者数と施設入所待機者数（同一中学校区内・同
一市町村内・その他県内・県外），平成19年３
月31日時点の入所部門の加算体制（栄養マネジ
メント加算・栄養管理体制加算・経口維持加
算・重度化対応加算・看取り介護加算・準ユ
ニットケア加算・個別機能訓練加算・療養食加
算・在宅復帰支援機能加算・在宅／入所相互利
用加算）。
さらに，法人の運営上の取り組みとして，

マーケティング，戦略立案／事業計画，目標管
理，組織内コミュニケーション， （
9001：国際標準化機構が認証する品質マネジメ
ントシステム），第３者評価，会計監査の外部
委託，評議員会，福祉オンブズマン，コンプラ
イアンス（法令遵守），リスクマネジメント，
ストレスマネジメント，人事考課，ホームペー
ジ，組織性の15項目について，選択式の質問を
用いて実施状況を把握した。

事業活動計算書および施設概況調査から，事
業活動収入対経常収支差額比率（国庫補助等除
く）［（経常収支差額／事業活動収入）×100］を
求め，経営指標に関するアウトカム（ｙ）とし
た。経営指標に関連すると思われる要因として，
以下の方法で算出した６変数を説明変数（ｘ）
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運営上の取り組み なし あり

マーケティング ５項目中実施している
項目数０～２項目

５項目中実施している
項目数が３～５項目

戦略立案/事業計画 中期経営計画策定なし 中期経営計画を策定し
進捗管理を実施

目標管理 目標管理なし 目標管理および進捗管
理を実施

組織内コミュニケーション 施設経営に関する会議
の開催なし

月に１～５回以上開催

取得予定見込み
もしくは取得予定なし

取得済み

第３者評価 受審予定見込み
もしくは受審予定なし

受審済み

会計監査の外部委託 委託予定見込み
もしくは委託予定なし

委託済み

評議員会 設置予定見込み
もしくは設置予定なし

設置済み

福祉オンブズマン 設置予定見込み
もしくは設置予定なし

設置済み

コンプライアンス 設置予定見込み
もしくは設置予定なし

設置済み

リスクマネジメント 設置予定見込み
もしくは設置予定なし

設置済み

ストレスマネジメント 実施予定見込み
もしくは実施予定なし

実施済み

人事考課 導入予定見込み
もしくは導入予定なし

導入済み

ホームページ 開設予定見込み
もしくは開設予定なし

開設済み

組織性 部門の設置なし 部門設置あり

平均値±標準偏差 範囲

施設入所利用率（％）
人件費率（％）
従事者１人当たり事業活動収入
（百万円）
同一中学校区入所率（％）
同一中学校区待機者率（％）
介護報酬加算取得率（％）
事業活動収入対経常収支差額比率（％）
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として用いた。
① 入所利用率＝（年間延べ入所者／年間延
べ定員数）×100
② 人件費率＝（人件費／事業活動収入）×
100

③ 従事者１人当たり事業活動収入＝事業活
動収入／年間平均従事者数
④ 同一中学校入所率＝（同一中学校区内入
所者／入所者数合計）×100
⑤ 同一中学校待機者率＝（同一中学校区内
待機者数／待機者数合計）×100
⑥ 介護報酬加算取得率＝（所得加算数／加
算総数）×100

経営指標に関する目的変数および説明変数に
関する記述統計を求め，次に変数間の相関をみ
るため，ピアソン積率相関係数を求めた。さら
に，事業活動収入対経常収支差額比率（ｙ）の
関連要因を特定するため，①施設入所利用率
（短期入所含む），②人件費率（短期入所含む），
③従事者１人当たり事業活動収入（短期入所含
む），④同一中学校区入所率，⑤同一中学校区
待機者率，⑥介護報酬加算取得率を説明変数と
した強制投入法による重回帰分析を行った。
次に，法人の運営上の取り組みと経営指標

（ｙ）との関連をみるため，運営上の取り組み
に関する要因を15項目取り上げ，各項目を２群

に分け，２群間での事業活動収入対
経常収支差額比率平均値の比較を
行った。運営上の取り組みに関する
15項目については， に示すよう
に，各項目を２群に分類した。
統計上の有意水準はすべて５％と
し，ｐ＜0.05を有意とした。すべて
の解析は，統計パッケージ

を用い
た。

Ⅲ

73施設中52施設から回答が得られ
た（回収率71％）。本研究では，欠
損値を含む13施設を除いた39施設を
解析の対象とした。これら39施設に
おける変数の特性を に示した。
対象施設の施設入所利用率は８割を
超えていた（84％）。また，事業活
動収入に占める人件費の割合は６割
弱であった（57％）。従業者１人当
たり事業活動収入は3.70から7.78百
万円と幅広いことがわかった。
次に，施設の経営に関する要因の
相関を に示した。変数間の相関
関係では，人件費率と従事者１人当
たり事業活動収入の間には強い負の
相関がみられた（ｒ＝－0.39，
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変数

１ ２ ３ ４ ５ ６

施設入所利用率
人件費率
従事者１人当たり事業活動収入
同一中学校区入所率
同一中学校区待機者率
介護報酬加算取得率
事業活動収入経常収支差額比率

注 ＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001

標準化
回帰係数

偏回帰
係数 標準誤差

施設入所利用率
人件費率
従事者１人当たり事業活動収入
同一中学校区入所率
同一中学校区待機者率
介護報酬加算取得率

決定係数（調整済み決定係数）

注 1) 目的変数：事業活動収入経常収支差額比率
2) ＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01

運営上の取り組み なし（＝０） あり（＝１）

マーケティング
戦略立案/事業計画
目標管理
組織内コミュニケーション

第３者評価
会計監査の外部委託
評議員会
福祉オンブズマン
コンプライアンス
リスクマネジメント
ストレスマネジメント
人事考課
ホームページ
組織性

注 ＊ｐ＜0.05
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ｐ＜0.05）。同じく，人件費率と
事業活動収入対経常収支差額比率
の間には強い負の相関がみられた
（ｒ＝－0.50，ｐ＜0.01）。また，
同一中学校区入所率と同一中学校
区待機者率の間には強い正の相関
が み ら れ た （ｒ ＝ 0.87，
ｐ＜0.001） 。
施設の経営状態に関連する要因

を特定するため，事業活動収入対
経常収支差額比率を目的変数とす
る重回帰分析を行った 。その結果，唯
一，人件費率が事業活動収入対経常収支差額比
率の有意な説明変数で（ｐ＜0.01），他に有意
な関連要因は認められなかった 。
最後に，法人の運営上の取り組みと経営指標

との関連を に示した。法人での運営上の取
り組み15項目における，福祉オンブズマンの設
置有無においてのみ，事業活動収入対経常収支
差額比率平均値に有意差がみられたが
（ｐ＜0.05），他に有意差のある取り組みは認
められなかった。

Ⅳ

本研究ではＡ県内の老人福祉施設を対象に施
設の経営状況に関連する要因を検討した。その
結果，何点か注目すべき知見がいくつか得られ
た。１つは，施設の経営指標というべき事業活
動収入対経常収支差額比率に関連する要因は人
件費率のみであった。これは，施設の経営状態
は人件費に大きく依存しており，施設の入所利
用率や待機率といった地域内の要因や介護報酬
加算取得率といった運営に関する要因は関係し
ていないことが示唆された。従って，本知見を
基にすれば，現状では，施設の経営状態を改善
するためには，人件費率を抑える以外に方法が
ないと思われる。
次に，現在，多くの老人福祉施設では，より

安全で質の高い介護サービスの提供体制構築と
効率的な施設運営を目指し，多様な取り組みを
行っているが，これら運営上の取り組みは施設

の経営状態と無関係であることが示唆された
。しかも，本研究で取り上げた15種類

の取り組みのうち，福祉オンブズマン活動につ
いては，加圧活動を行っている施設の方が，
行っていない施設よりも，事業活動収入対経常
収支差額比率が低かった。この知見から，現在
の法規制の下では，施設の自主的な活動も，必
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ずしも経営状態の改善につながらないことが示
唆された。また，施設の経営状態に関連する要
因相互間の関連性については，同一中学校区入
所率と同一中学校区待機率との間には非常に強
い相関がみられた。同一中学校区という生活単
位の中で入所者が多い施設は，地域での評判や
知名度が高く，従って，入所の待機者も多いと
いうことが考えられた。また，人件費率は従業
者１人当たり事業活動収入および事業活動収入
対経常収支差額比率との間に強い負の相関がみ
られた。特に，人件費率と従業者１人当たり事
業活動収入の関係については，後者の従業者１
人当たり事業活動収入が増加すれば人件費率が
低下することが考えられた。
本研究においては，独立行政法人医療福祉機

構が使用している経営分析指標の中から，機能
性に関しては「入所利用率」，費用の適正性に
関しては「人件費率」，生産性に関しては「従
事者１人当たり事業活動収入」，収益性に関し
ては「事業動収入対経常収支差額比率」を用い
た7)-9)。これまで，老人福祉施設の経営指標に
関する研究は，独立行政法人福祉医療機構「特
別養護老人ホームの経営分析参考指標」，厚生
労働省「介護事業経営概況調査」， 社会
福祉法人経営研究会「 社会福祉法人経営
指標（ - ）」ならびに，全国老人施設協
議会・老施協総研「介護老人福祉施設等収支状
況調査報告書」などがある。いずれも財務諸表
を集計し，各経営指標を規模別，開設年別，施
設形態別，他の介護保険施設等との単純比較に
とどまっている。本研究は，地域が限定されて
おり標本数が十分でない点では課題を残すもの
の，経営指標に関連する要因を検討しており，
新たな知見を提示したといえる。
本研究から得られた知見の政策的な意義につ

いて言及したい。現在，老人福祉施設の運営は，
経営に関する手法が十分に導入されず，措置制
度時代の行政と同じような予算消化という面を
引きずっている。経営者の多くは施設経営に関
する具体的な指針のないまま，施設運営に関す
る様々な取り組みを行っているのが実情である。
今回，著者らは初めて，施設の経営状態に関連

する要因を特定した。その結果，人件費率のみ
が経営状態に関連する要因で，施設運営の多様
な試みは経営状態とは無関係であることが判明
した。今後，老人福祉施設の運営において経営
的な手法を重視するのであれば，現在の法規制
は実情に合わず，施設側の自助努力が経営状態
の改善につながるようなものに切り替える必要
があると思われる。
次に，本研究知見の外的妥当性について述べ
る。2007年12月31日現在，全国の介護保険事業
者数の合計は299,089であり，そのうち約90％
が民間の社会福祉法人が設置経営している老人
福祉施設数は全国で5,987，参考までに老人保
健施設数は全国で3,498，療養医療施設数は全
国で2,735であった10)。加えて独立行政法人福
祉医療機構の「特別養護老人ホームの経営分析
参考指標」（2007年版）のデータをもとに次の
指標に関する平均値をみると，短期入所を含む
全国平均は，施設入所利用率84.9％，人件費率
57.4％，従事者１人当たり事業活動収入6.36
（百万円），事業活動収入対経常収支差額比率
9.5％であった。本来であれば全国データから
の分析が望ましいが，財務内容について全国調
査を実施するのは極めて困難であると判断した。
そこで，関連データを収集する際の難易度を考
慮し，地域をＡ県内に絞り，同県内の老人福祉
施設を対象に調査を行った。今回得られた知見
は，人口，高齢化率および社会経済的指標がＡ
県（平成17年人口約120万人，高齢化率24.2％
［全国平均20.1％］，１人当たり県民所得約260
万円［全国平均300万円］）と同程度の他府県に
も該当すると思われる。ただし，本研究の知見
をＡ県以外の自治体，特に大都市圏に位置する
自治体に当てはめる場合には，注意を要すると
思われる。
最後に，本研究では人件費率が施設の経営状
態に関連する要因であることが明らかになった
が，人件費率に関連する要因を明らかにするこ
とは出来なかった。また，人件費の詳細な内訳
（人数，単価，雇用形態など）による影響を検
討できなかった。これらは，今後の検討課題で
ある。
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